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開催時期 テーマ 主な議題

令
和
４
年
度

第１回 8月1日 今後の検討の方向性について

・近年の豪雨と被害の状況
・これまでの豪雨対策の取組
・気候変動の影響
・最近の国土交通省などの状況
・今後の検討の方向性

第２回 11月11日 目標降雨について
・気候変動の影響を踏まえ想定される課題の整理
・目標降雨の設定の考え方

令
和
５
年
度

第３回 6月26日
気候変動を踏まえた豪雨対策の政策目標（案）
各施策の役割分担について

・目標降雨の設定（政策目標）
・各施策の役割分担
・各施策の主な取組について
・目標を超える降雨への考え方

第４回 ９月11日
今後の取組の進め方
基本方針（素案）について

・具体的な取組の進め方
・基本方針(素案)の検討

第５回 11月13日 基本方針（案）について ・基本方針(案)の検討
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委員会 主な有識者意見

第1回委員会
≪テーマ≫
今後の検討の方向性について

○降雨データ等について
• 近年の全国における降雨の状況として、総雨量だけではなく雨の集中度が非常に高くなっていることなども踏まえて、

都内の降雨特性等も考慮して検討するべき

○不確実性の考慮について
• 目標降雨への対策だけではなく、甚大な被害が発生するような極端な豪雨への対策についても検討するべき

○今後の検討の方向性について
• 減災という観点では、地下街など地下施設の浸水等による人的被害をなくす対策も必要
• 浸水や洪水により社会生活の麻痺や生活基盤を失わないよう、重要インフラ等にも配慮した優先順位の検討も必要
• 河川や下水道などの様々な事業の指標となる政策目標の共有が必要

第2回委員会
≪テーマ≫
目標降雨について

○近年の豪雨被害（気候変動の影響）について
• 豪雨による二次被害（複合的な災害）も発生しており、極端な豪雨への対応も考えることが必要
• 線状降水帯は、日本中で散見されるようになっており、関東でも発生する
• 近年、浸水面積は増えていないが資産集積等による被害額は増加

○目標降雨について
• 国の動向も踏まえ、気候変動に伴う降雨の変化倍率として1.1倍を用いることは妥当
• 将来的な気候変動における不確実性も踏まえた施策も考えることが必要
• 緩和策にも適応策にもなり、相乗効果が得られるような取組についても検討すべき
• 浸水被害を防ぐ取組を進めることに加え、甚大な被害を軽減させるためには、避難だけでなくまちづくりも必要
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委員会 主な有識者意見

第3回委員会
≪テーマ≫
• 気候変動を踏まえた豪雨対

策の政策目標(案)
• 各施策の役割分担について

○気候変動を踏まえた豪雨対策の政策目標について
• 気候変動を踏まえた目標降雨への対応に加え、将来の不確実性を踏まえた目標の考え方が重要
• 過去、現在、将来を踏まえた対策強化を行うことは重要
• あらゆる主体が自分ごと化していくためにも、広報や教育など人を巻き込む考え方が必要

○役割分担や具体的な対策について
• 河川整備、下水道、流域対策、家づくり・まちづくり、避難方策を地域特性に応じて組み合わせることが必要
• 災害リスクだけでは人々の行動に繋がらない、グリーンインフラのように多機能的なメリットがある対策を打ち出せ

ると良い
• 豪雨対策に関わる主体として行政や企業に加えて住民の位置づけが重要。
• 多摩部は雨水管理の考え方が地域で異なるため、各自治体のニーズを支援することが重要

第4回委員会
≪テーマ≫
• 今後の取組の進め方
• 基本方針（素案）について

○豪雨対策基本方針改定（素案）について
• 将来的な不確実性を考慮しつつ目標に対する実績を確認し、次の方針へ繋げることが必要
• 住民が災害リスクを知るだけでなく、気候変動について理解する教育も重要
• あらゆる関係者で進めていくためにも取組を進める「人づくり」が必要
• 都民や企業等へ知ってもらい、行動へ繋げるための情報発信強化は重要

第5回委員会
≪テーマ≫
• 基本方針（案）について



◆主な意見

• 気候変動が進むと、水害の発生が心配であり、備えをすることは大事。

• 地下街などについて、海外で発生しているような洪水による長期の冠水が生じた場合の想定ができていない。想定外の水害
が発生した場合を考慮し、既存インフラを活用した地上部の長期冠水被害の抑制につながることも検討してほしい。

• 災害が起きやすい場所に住んでいることが被害をより大きくしている。人口減少の中で時間をかけて川沿いの空間をつくる
ことや、気候変動の対応として、土地利用を考えるまちづくりも必要ではないか。

• 水害が起きたときの避難場所があると良い。

• 豪雨対策が皆に知られることが重要だと思う。

• 治水効果を高めるためには、流域全体での総合的なアプローチが必要、横断的な組織連携が望ましい。

• （豪雨対策として）雨水をもっと有効に使ったり、緑地をもっと増やすと良い。

【パブリックコメント実施結果】

受付総数：８件（意見数1６件）

意見の内訳：全般 ６件
具体的な取組 ９件
その他 １件

令和５年10月6日に作成した「東京都豪雨対策基本方針（改定）中間とりまとめ」についてパブリックコメントを実施

東京都豪雨対策基本方針（改定）参考資料

参考４．パブリックコメント意見（募集期間10/6~11/6）
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• 1986（昭和61）７月に公表されたことから、「61答申」と言われている
• この61答申に基づいて目標を定め、都が進めるべき治水対策に取り組ん

できた
• 目標とする整備段階として暫定計画、既定計画、長期計画、基本計画の4

つの水準を示している

東京都における総合的な治水対策のあり方について本報告

• 61答申の考え方を基本整備状況の進捗等を踏まえ、豪雨対策の役割と長
期見通しを再設定した方針

• 都が進めるべき治水対策として、河川整備や下水道整備に加え、流域対
策を実施していく

• 対策促進エリアには。10年後の目標としておおむね55ミリの降雨までは
床上浸水等を可能な限り防止する

東京都豪雨対策基本方針 2007（平成19）年

「東京都における総合的な治水対策のあり方について
（61答申）」に示されている４つの目標治水水準

対策促進エリア
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• 学識経験者等による「中小河川における今後の整備のあり方検討委員
会」（委員長山田正中央大学教授）が、2012（平成24）年11月、今後の
中小河川整備のあり方について提言目標とする整備段階として暫定計画、
既定計画、長期計画、基本計画の4つの水準を示したもの

• 「中小河川のあり方」の提言を受け、「中小河川における都の整備方
針」を策定

東京都内の中小河川における今後の整備のあり方について最終報告 中小河川における都の整備方針 ～今後の治水対策～

参考５．豪雨対策の経緯

東京都豪雨対策基本方針（改定）参考資料



• 2019（令和元）台風19号を踏まえた緊急対応をとりまとめたもの
• 概ね5年間の行動計画

東京都豪雨対策アクションプラン

• 2007（平成19）年に「東京都豪雨対策基本方針」を策定以降、総合的な
治水対策を推進

• 策定後、一定の成果を挙げてきたが、2008（平成20）年は町田市を中心
に、2013（平成25）年は世田谷区や目黒区を中心に、数百棟に及ぶ浸水
被害などが発生

• 2013（平成25）年10月に検討委員会を立ち上げ、近年の降雨特性や浸水
被害の状況、東京都内の中小河川における今後の整備のあり方について
の提言を踏まえ、方針を見直した

東京都豪雨対策基本方針（改定） 2014（平成26）年
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1. 降雨特性を考慮し（区部は大手町、多摩部は八王子の降雨データ採用）、目標降雨を設定
2. 河川・下水道の整備において、「対策強化流域」・「対策強化地区」を設定
3. 大規模地下街の浸水対策計画の充実など、減災対策の強化
4. オリンピック・パラリンピック開催時及び2024（平成36）年までの取組を設定

見直しの概要

○ 目標降雨を「年超過確率１／２０規模の降雨」
である区部時間75ミリ、多摩部時間65ミリと
し、降雨に対する安全度を等しく設定し、
床上浸水を防止

○ 時間60ミリの降雨までは浸水被害を防止

豪雨対策の目標

策定方針

・対策を強化するエリアの拡大を検討…75ミリ対策地区等〔R元年度～〕
・流域対策モデル事業… 重点的に貯留浸透を実施するエリアを選定〔R2年度～〕

50ミリ降雨対策により75ミリ降雨に対して浸水面積の低減を確認

・河川施設における緊急の取組
多摩河川における局所改良や
監視カメラ 等の設置

・下水道施設における緊急の取組
樋門等の施設改良及び操作情報等の共有
（2019（ R 元）年度～)



• 東京が目指す「2040年代のビジョン」と「2030年に向けた戦略」
• ビジョン08防災：災害の脅威から都民を守る強靭で美しい東京
• 戦略８：安全・安心なまちづくり戦略

「台風・豪雨へのハード・ソフトの備えを更に高める」

『未来の東京』戦略
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• 気候変動や首都直下地震などの大規模災害に対し、「100年先も安心」を
目指すプロジェクト

• 豪雨対策は、東京に迫る５つの危機のうち「風水害」が該当

TOKYO強靭化プロジェクト

『未来の東京』戦略version up 2023
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気候変動を踏まえた
河川施設のあり方【概要版】

※公表時には
「最終とりまとめ（概要版）」
に差し替え予定
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気候変動を踏まえた
河川施設のあり方【概要版】

※公表時には
「最終とりまとめ（概要版）」
に差し替え予定
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気候変動を踏まえた
河川施設のあり方【概要版】

※公表時には
「最終とりまとめ（概要版）」
に差し替え予定



参考６．最近の動向

東京都豪雨対策基本方針（改定）参考資料

• COP21（2015年11月30日～12月13日、於：フランス・パリ）においてパリ協定が
採択された。

• 「京都議定書（1997）」に代わる、2020年以降の温室効果ガス排出削減等のため
の新たな国際枠組み。

• 歴史上はじめて、すべての国が参加する公平な合意である。
• 日本では、中期目標として、2030年度の温室効果ガスの排出を2013年度の水準か

ら26％削減することが目標として定められた。
• 日本の数値は他国と比較してもかなり高い目標である。

気候変動の考え方 1)   COP21とパリ協定

• 2014年に公表された、変わりつつある極端な気象と気候に関する情報の重要な根
拠となっているものである。

気候変動の考え方 2)  IPCC※第5次評価報告書

出典：https://www.env.go.jp/earth/ondanka/cop21_paris/paris_conv-a.pdf

https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/tokushu/ondankashoene/pariskyotei.html

※ 気候変動に関する政府間パネル

出典：ttps://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/shaseishin/kasenbunkakai/shouiinkai/

kikouhendou_suigai/1/pdf/09_kikouhendounoeikyou.pdf

• 2023年に公表され、温暖化が21世紀の間に1.5℃を超える可能性が高く、温暖化を
2℃より低く抑えることが更に困難になる可能性が高いとされている。

• 温暖化を1.5℃または2℃に抑えるには、この10年間に全ての部門において急速か
つ大幅で、ほとんどの場合即時の温室効果ガスの排出削減が必要であると予測さ
れる。

気候変動の考え方 3)  IPCC第6次評価報告書

出典：https://www.env.go.jp/content/000126429.pdf
14

https://www.env.go.jp/earth/ondanka/cop21_paris/paris_conv-a.pdf
https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/tokushu/ondankashoene/pariskyotei.html


• 河川管理者が主体となって行う治水対策に加え、氾濫域も含めて一つの流域とし
て捉え、その河川流域全体のあらゆる関係者が協働し、流域全体で水害を軽減さ
せる治水対策「流域治水」への転換を進めることが必要である。

• このため、全国の一級水系などにおいて、河川整備に加え、流域の市町村などが
実施する雨水貯留浸透施設の整備や災害危険区域の指定等による土地利用規制・
誘導等、都道府県や民間企業等が実施する利水ダムの事前放流等、治水対策の全
体像について「流域治水プロジェクト」として示し、ハード・ソフト一体となっ
た事前防災対策を加速していく。

流域治水プロジェクト

参考６．最近の動向
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出典：https://www.mlit.go.jp/river/kasen/ryuiki_pro/index.html 出典：https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo05_hh_000179.html

・流域治水の代表的な取り組みの実施状況否ついて指標を活用して見える化を行っている。
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• 水害リスクを自分事化し、流域治水に取り組む主体を増やす流域治水
• 国土交通省では、住民や民間企業等のあらゆる関係者が、流域治水の取

組を持続的・効果的に進めるための普及施策について検討するため、
「水害リスクを自分事化し、流域治水に取り組む主体を増やす流域治水
の自分事化検討会」を設置。

• 2023（令和5）年6月に流域治水の推進に向けた普及施策の行動計画をと
りまとめた。

流域治水の自分ごと化

出典：https://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/suigairisk2/index.html

https://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/suigairisk2/index.html
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グリーンインフラ

グリーンインフラの
定義
（2015（平成17）年,

国交省）

出典：https://www.mlit.go.jp/common/001179745.pdf 出典：https://www.mlit.go.jp/river/kasen/ryuiki_pro/index.html

https://www.mlit.go.jp/river/kasen/ryuiki_pro/index.html
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TOKYO GREEN BIZ（東京グリーンビズ） 2023（令和5）年8月
出典：https://www.seisakukikaku.metro.tokyo.lg.jp/basic-plan/tokyo-greenbiz-advisoryboard
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TNFD(Task Force on Nature-related Financia Disclosures)
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TCFD(Task Force on Climate-related Financial Disclosures)



市民科学とは
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• クラウドソーシングは、企業がインターネット上で不特定多数に業務を発注する
業務形態である。様々な人々の力を集めることにより、大きなタスクを達成する
仕組みが考案できるものである。

• 水文気象モニタリングにおいては、個人の気象愛好家が気温、相対湿度、気圧を
測定するために設置した個人用気象観測所が、地方自治体や政府機関が気象情報
を捕捉するのに十分な密度を持たない観測所を補うことが期待できる。

• 既に一部の気象会社では、クラウドソーシングを用いて独自の気象情報を提供し
ており、都市における洪水予測等の課題を解決するためにもこの手法は非常に期
待ができ、その効果は渋尾ら※により示されているところである。これには、学会、
地方自治体、民間企業の継続的な連携・協力が不可欠であり、今後のさらなる進
歩が期待される。

※Advances in Urban Stormwater Management in Japan: A Review（Yoshihiro Shibuo et al）
(JDR,Vol.16 No.3,pp. 310-320(2021))出典：https://www.mlit.go.jp/common/001178471.pdf

シームレスモデルによるリアルタイムシミュレーションと各種観測の統合イメージ


